
議案第 号

令和７年度精華町国民健康保険事業特別会計予算について

令和７年度精華町国民健康保険事業特別会計予算を、次のとおり提

出する。

令和７年２月２６日提出

精華町長 杉浦 正省

提案理由

国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第３条及び第１０条

並びに国民健康保険法施行令（昭和３３年政令第３６２号）第１条の

規定により、国民健康保険事業に係る経費を下記のとおり計上したい

ので提案します。

記

国民健康保険被保険者の医療費の一部負担金を除く費用の負担に要

する費用及び国民健康保険事業納付金並びに保健事業等に要する費用

を、被保険者からの保険税及び府、町の負担金等を財源として、歳入

歳出総額３，１９８，８４３千円を計上します。

１ 令和７年度被保険者見込数 ５，２５０人

２ 令和７年度介護被保険者見込数 １，６５０人

議案第９号



令令 和和 ７７ 年年 度度

国国民民健健康康保保険険事事業業

特特別別会会計計予予算算書書

京京 都都 府府 精精 華華 町町
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令和７年度精華町国民健康保険事業特別会計予算

令和７年度精華町国民健康保険事業特別会計予算は、次に定めると

ころによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，１９８，８４

３千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表

歳入歳出予算」による。

（一時借入金）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２

項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、５０，０００千円

と定める。

（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により、歳出予

算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。

（１）保険給付の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合におけ

る款内でのこれらの経費の各項の間の流用

令和７年２月２６日提出

京都府精華町長 杉浦 正省 あ
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第１ 算

1 手数料 161

歳

6 府支出金 2,

入

252,141

1 府負担金・補助金 2,252,141

8 財産収入 225

1 財産運用収入 225

9 繰入金 234

(

,934

1

表

単

繰入金 234,934

位

10 繰越金

：

124,775

千

1 繰越金 124,

円

775

11

)

諸収入 6,360

款

1 延滞金、加算

項

金及び過料 2,750

金

2 預金利子

　

20

4 雑入

　

　

3,590

　

歳　　入　　合　　計

　

3,198,843

　　額

-2-

　

1 国民健康保

歳

険税 580,247

入

1 国民健康保

歳

険税 580,247

出

2 使用料及び

予

手数料 161

-2-−2−



歳 出 位

2 高額療養費

：

271,880

千

3 葬祭費 2,50

円

0

4 移送費

)

100

5 出

款

産育児諸費 10,00

項

0

6 精神・

金

結核医療付加金 4,2

　

00

8 国民

　

健康保険事業費納付金

　

859,816

　

1 医療給付費分 6

　

01,747

　

2 後期高齢者支援金

額

等分 196,041

-

3 介護納付金

3

分 62,028

-

9 保健事業費 52,356

1 特定健康診査等事業費 29,241

2 保健事業費 23,115

10

1

基金積立金 225

総

1 基金積立金 2

務

25

11 諸

費

支出金 3,651

4

1 償還金及び還

7

付加算金 3,651

,

12 予備費 2

5

0,000

6

1 予備費 20,000

4

歳　　出　　合　　計 3,198,843

1 総務管理費 47,564

2 保険給付費 2,215,231

(

1 療養諸費

単

1,926,551

-3-−3−



歳入 細

6 府支出金 2,

書

252,141

１

8 財産収入 225

　

9 繰入金 234

総

,934

10

　

繰越金 124,775

括

11 諸収入 6

(

,360

歳

歳

 入 合 計 3,19

入

8,843

歳

)

款 本年度

出

予算額

国民健康保険事

予

業特別会計

歳入歳出予

算

算事項別明細書（総括

事

） -4-

1 国

項

民健康保険税 580,

別

247

2 使用

明

料及び手数料 161

-4-−4−



円

426

225

)

0

233,9

前

86 948

1

年

19,332 5,44

度

3

6,260

予

100

3,

算

205,457 △6,

額

614

比　　　　　　較

国民健康保険事業特別会計

-5- 歳入歳出予算事項別

(

明細書（総括）

単

585,916 △5

位

,669

17

：

1 △10

2,

千

259,567 △7,

-5-−5−



( 歳

7 1,757

2 保険給付費 2,215,231 2,2

款

27,870 △12,

本

639

8

　

国民健康保険事業費納

　

付金 859,816 8

年

60,000 △184

　

9 保健事

　

業費 52,356 48

出

度

,254 4,102

前

10 基金積

　

立金 225 225 0

　

11 諸支出

年

金 3,651 3,30

　

1 350

　

12 予備費 20,00

度

0 20,000 0

比

歳 出 合

　

 計 3,198,84

)

　

3 3,205,457

　

△6,614

　較
予　　算　　額 予　　算　　額

国民健康保険事業特別会計

歳入歳出予算事項別明細書（総括） -6-

1 総務費 47,564 45,80
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単

　の　　他

国民健康保

位

険事業特別会計

-7-

：

歳入歳出予算事項別明

千

細書（総括）

円

0 0 47,564

)

0

2,1

本

91,323 0 10,

　

866 13,042

　

0 0 0 85

年

9,816

　

8,618 0 0 43

　

,738

度

0 0 225 0

　

0 0 0 3,651

　

0 0 0 2

予

0,000

　

2,199,94

　

1 0 58,655 94

算

0,247

　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　　　　　　定　　　　　　　財　　　　　　　源
一　 般　 財　 源

国 府 支 出 

(

金 地　　方　　債 そ　

-7-−7−



2 歳

険

7 585,916 △5

税

,669

1 項 国民健康保険

入

税

計 580,247 585,916 △5,669

2 款 使

目

用料及び手数料 1 項 手

本

数料

1

　

1 督促手数料 1

年

61 171 △10

　度

計 161 17

前

1 △10

　

6 款 府支出金 1 項 府負

年

担金・補助金

　

1 保険

度

給付費等交付金 2,2

比

52,141 2,25

款

　

9,567 △7,42

　

6

　較

国

計 2,

民

252,141 2,2

健

59,567 △7,4

康

26

保険

国

事業特別会計
歳入歳出

民

予算事項別明細書（歳

健

入） -8-

康

1 一般被保険者国民健

保

康保険税 580,24

-8-
−8−



：

費分現年度分 403,

千

023
度分

円

2 医

）

療給付費分過年 2,3

節

17 医療給付費分過年

説

度分 2,317

　

度分

　

3 医療給付費分滞

　

納 7,064 医療給付

　

費分滞納繰越分 7,0

　

64
繰越分

　

4 後

　

期高齢者支援金 124

　

,680 後期高齢者支

　

援金分現年度分 124

　

,680
分現

　

年度分

　

5 後期高齢者支援

　

金 719 後期高齢者支

　

援金分過年度分 719

　

分過年度分

　

6 後

　

期高齢者支援金 2,4

　

36 後期高齢者支援金

明

分滞納繰越分 2,43

区

6
分滞納繰越

　

分

　

7 介護納付金分現年 3

　

8,757 介護納付金

　

分現年度分 38,75

分

7
度分

金

8 介護納

　

付金分過年 246 介護

　

納付金分過年度分 24

額

6
度分

国

9 介護納

民

付金分滞納 1,005

健

介護納付金分滞納繰越

康

分 1,005

保

繰越分

険事

1 督促手

業

数料 161 督促手数料

特

（現年分） 160

別

督促手数料（滞納

会

繰越分） 1

計

-

1 保

9

険給付費等交付 2,1

-

91,323 保険給付

歳

費等交付金（普通交付

入

金） 2,191,32

歳

3
金（普通交

出

付金）

予

2 保険給付費等交

算

付 60,818 保険者

事

努力支援分 11,19

項

1
金（特別交

別

付金） 特別調整交付金

明

分 41,009

（

細

特定健診等負担金 8

書

,618

（歳入）

単

1 医療給付費分現年 4

位

03,023 医療給付

-9-
−9−



8 款 運

計 225 225 0

用

9 款 繰入金 1

収

項 繰入金

入

1 一般会計繰入金 234,934 233,986 948

財

目 本　年　度

計 234

前

,934 233,98

　

6 948

年

10 款 繰越金 1 項 繰越

産

　

金

度

2 その他繰越金 1

比

24,775 119,

　

332 5,443

　

計

　

124,775 119

較

,332 5,443

国

11 款 諸収

民

入 1 項 延滞金、加算金

健

及び過料

収

康

1 一般被保

保

険者延滞金 2,700

険

1,600 1,100

事業

2 退職被

特

保険者等延滞金 50 5

別

0 0

会

計 2

計

,750 1,650 1

歳

,100

入

入歳出予算事項別明細

1

書（歳入） -10-

項

1 利子及び配

財

当金 225 225 0

産

-10-
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：

子 225

千円

1 保険

）

基盤安定繰入 164,

節

451 保険基盤安定繰

説

入金 164,451

　

金

　

2 財政安定化支

　

援事 10,619 財政

　

安定化支援事業繰入金

　

10,619

　

業繰入金

　

3 その他一般会

　

計繰 47,564 その

　

他一般会計繰入金（人

　

件費分） 26,154

　

入金 その他一

　

般会計繰入金（事務費

　

分） 21,410

　

4 出産

　

育児一時金繰 6,66

　

6 出産育児一時金繰入

　

金 6,666

　

入金

明

5 精神・結核医療付

区

4,200 精神・結核

　

医療付加繰入金 4,2

　

00
加繰入金

　

7

　

未就学児均等割保 1,

分

168 未就学児均等割

金

保険税繰入金 1,16

　

8
険税繰入金

　

9

額

産前産後期間保険 26

国

6 産前産後期間保険税

民

繰入金 266

健

税繰入金

康保

1 その

険

他繰越金 124,77

事

5 前年度繰越金 124

業

,775

特別

1 一般

会

被保険者延滞 2,70

計

0 一般被保険者延滞金

-

2,700
金

1

1

1

退職被保険者等延 50

-

退職被保険者等延滞金

歳

50
滞金

入歳出予算事項別

（

明細書（歳入）

単

1 基金運用利子 22

位

5 財政調整基金運用利

-11-
−11−



11 利

11 款 諸収

子

入 4 項 雑入

4 一般被保険者第三者納付金 3,000 4,000 △1,000

6 一般被保険者返納金 500 500 0

目

款

本

8 雑入 90 9

　

0 0

年

計 3,590 4

　

,590 △1,000

度 前　年　度

諸

比　　　較

国民健康保

収

険事業特別会計
歳入歳

入

出予算事項別明細書（

2

歳入） -12-

項

1 預金利子 20 2

預

0 0

金

計 20 20 0

-12-
−12−



：千

1 一般

円

被保険者第三 3,00

）

0 一般被保険者第三者

節

納付金 3,000

説

者納付金

　

1 一般被保

　

険者返納 500 一般被

　

保険者返納金 500

　

金

　

1 雑入 90 健診

　

受診者自己負担金 90

　　　　　　　　　　　　明

区　　　　分 金　　額

国民健康保険事業特別会計

-13- 歳入歳出予算事項別

（

明細書（歳入）

単

1 預金利子 20 預金

位

利子 20

-13-
−13−



3 歳

会計

歳入歳出予算事項別明細書（歳出） -14-

1 一般管理費 47,564 45,807 1,757 0 0 47,564 0

1

0 0 26,154 0

款

　

総務費 1 項 総務管理費

　

目 本　年　度 前　年　

出

度 比　　　較

本　

0

年

0 21,360 0

　度　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

国府支出金 地　方　債 そ　の　他

国民健康保険事業特別

-14-
−14−



位

員員給給与与費費((国国保保医医療療課課

：

)) 2266,,115544
2 給

千

料 11,121

円

　　22節節  給給料料

）

3 職員手当等 1

節

1,589

説

 　2 一般職

　

給料 11,121
4

　

共済費 4,114

　

　　33節節  

　

職職員員手手当当等等
8 旅費 1

　

39

　

 　1 扶養手当 28

　

6
10需用費 1,7

　

87

　

 　2 地域手当 80

　

6
11役務費 9,6

　

68

　

 　3 住居手当 67

　

2
12委託料 4,5

明

77

区

 　4 通勤手当 28

　

0
18負担金、補助

　

及び交 2,610

　

付金
 　

　

6 時間外勤務手当 1

　

,500

分

 　11 期末

金

勤勉手当 5,744

　

 　1

　

2 退職手当組合負担

額

金 1,331

国

 　13 児

民

童手当 300

健

　　44節節  共共済済

康

費費

 

保

　2 職員共済組合負

険

担金 4,029

事

 　3 職

業

員厚生会負担金 69

特

 　4

別

 公務災害補償基金負

会

担金 16

計

  一一般般管管理理経経費費((

-

国国保保医医療療課課)) 2211,,33

1

6600

　　11節節

5

  報報酬酬

-

 　3 附

歳

属機関委員報酬 211

入

  

歳

   国民健康保険運

出

営協議会委員報酬 （ 2

予

11）

算

 　7 会計年度任

事

用職員報酬 1,748

項

  

別

   会計年度任用職

明

員報酬（一般事務） （

細

1,748）

書

　　33節節  職職員員

（

手手当当等等

歳

 　11 期末勤勉

出

手当 670

）

　　88節節  旅旅費費

1

 　1

報

 費用弁償 60

酬

 　2 普

1

通旅費 79

,9

（

59

単

  国国民民健健康康保保険険事事業業職職

-15-
−15−



出予算事項別明細書（歳出） -16-

1 款 総務費 1 項 総務管理費

目 本　年　度 前　年　度 比　　　較

本　

0 0 50 0

年　度　の　

計 47,5

財

64 45,807 1,

　

757 0 0 47,56

源

4 0

2 款 保険給付費

　

1 項 療養諸費

1 一般被

内

保険者療養給付 1,8

　

98,543 1,91

訳

0,682 △12,1

特

39

　

費

　

1,898,543

定

0 0 0

　

1,898,54

　

3 0 0 0

財　　源
一般財源

国府支出金 地　方　債 そ　の　他

国民健康保険事業特別会計

歳入歳
-16-
−16−



位

0

 

：

　4 印刷製本費 1,

千

137

円

　　1111節節  役役務務費費

）

 　1

節

 通信運搬費 4,44

説

4

 

　

　4 手数料（費用）

　

5,224

　

　　1122節節  委委託託

　

料料

 

　

　3 電算システム導

　

入改修委託料 2,24

　

0

 

　

    基幹業務支援

　

システム（国民健康保

　

険システム） （ 2,

　

240）

　

     改修業

　

務委託

 　9

明

8 その他業務委託料

区

2,337

　

     レセ

　

プト点検等委託 （ 2,

　

337）

　

　　1188節節  負負担担金金

　

、、補補助助及及びび交交付付金金

分

 　1 

金

負担金 2,610

　

    

　

 国保連合会等負担金

額

（ 699）

国

     シス

民

テム保守負担金 （ 21

健

2）

康

     電算機器更

保

改整備負担金 （ 1,6

険

99）

事

  賦賦課課徴徴収収経経費費((税税

業

務務課課)) 5500

特

　　1100節節  需需用用費費

別会

 　4 印刷製本費 5

計

0

-

18負担

1

金、補助及び交 1,8

7

98,543

-

付金
  一一般般被被

歳

保保険険者者療療養養給給付付費費((国国

入

保保医医療療課課)) 11,,889988

歳

,,554433

　　

出

1188節節  負負担担金金、、補補助助

予

及及びび交交付付金金

算

 　

事

1 負担金 1,898

項

,543

別

     一般被

明

保険者療養給付費 （1

細

,898,543）

書（歳出）

　　1100節節  需需

（

用用費費

単

 　1 消耗品費 60

-17-
−17−



歳出予算事項別明細書（歳出） -18-

3 一般被保険者療養費 20

2

,800 20,800

款

0

保

2

険

0,800 0 0 0

給

20,

付

800 0 0 0

費 1 項 療養諸費

5 審査支払手数料 7

目

,208 7,208 0

本　

0 0

年

0 7,208

　

0 0 0 7,

度

208

前　年　度 比

計 1,926,551

　

1,938,690 △

　

12,139 1,91

　

9,343 0 0 7,2

較

08

2 款 保険給付費

本

2 項 高額療養費

1 一般

　

被保険者高額療養 27

年

1,580 271,5

　

80 0

度

費

　

271,580 0

の

0 0

　

271,580 0 0

財

0

　源　内　訳

3 一般被

特

保険者高額介護 300

　

300 0

　

合算療養費

定

300

　

0 0 0

　

300 0 0 0

財　　源
一般財源

計 271,88

国

0 271,880 0 2

府

71,880 0 0 0

支

2 款 保険給付費 3 項 葬

出

祭費

1 葬祭費 2,50

金

0 2,500 0

地　

0 0 0 2,

方

500

　

0 0 0 2,500

債 そ　の　他

国民健康保険事業特別会計

歳入
-18-
−18−



位

  一一般般被被保保険険者者療療養養

：

費費((国国保保医医療療課課)) 2200

千

,,880000

　　

円

1188節節  負負担担金金、、補補助助

）

及及びび交交付付金金

節

 　

説

1 負担金 20,80

　

0

 

　

    一般被保険者

　

療養費 （ 20,800

　

）

　

11役務費 7,208

　

  審審

　

査査支支払払手手数数料料((国国保保医医

　

療療課課)) 77,,220088

　

　　1111節節  役役

　

務務費費

　

 　4 手数

　

料（費用） 7,208

　明

18負担金

区

、補助及び交 271,

　

580
付金

　

  一一般般被被保保険険者者

　

高高額額療療養養費費((国国保保医医療療

　

課課)) 227711,,558800

　

　　1188節節  負負

分

担担金金、、補補助助及及びび交交付付金金

金　

 　1 負担金

　

271,580

額

     

国

一般被保険者高額療養

民

費 （ 271,580）

健

1

康

8負担金、補助及び交

保

300
付金

険

  一一般般被被保保険険者者

事

高高額額介介護護合合算算療療養養費費((

業

国国保保医医療療課課)) 330000

特

　　1188節節  負負

別

担担金金、、補補助助及及びび交交付付金金

会計

 　1 負担金

-

300

1

     一般被保

9

険者高額介護合算療養

-

費 （ 300）

歳入

18負担金、補助及

歳

び交 2,500

出

付金
  葬葬祭祭

予

費費((国国保保医医療療課課)) 22,,

算

550000

　　11

事

88節節  負負担担金金、、補補助助及及

項

びび交交付付金金

別明細書（歳出）

18負担金、

（

補助及び交 20,80

単

0
付金

-19-
−19−



出予算事項別明細書（歳出） -20-

2 款 保険

計 2,500

給

2,500 0 0 0 0 2

付

,500

2 款 保険給

費

付費 4 項 移送費

1 一般

3

被保険者移送費 100

項

100 0

葬祭

100 0 0 0

費

100

目

0 0 0

本　年　度 前　

計 1

年

00 100 0 100 0

　

0 0

2 款 保険給付費

度

5 項 出産育児諸費

1 出

比

産育児一時金 10,0

　

00 10,500 △5

　

00

　較

0 0 6,666 3,3

本

34

　

0 0 6,666 3,

年

334

　度　の　財　

計 1

源

0,000 10,50

　

0 △500 0 0 6,6

内

66 3,334

2 款

　

保険給付費 6 項 精神・

訳

結核医療付加金

1 精神

特

・結核医療付加金 4,

　

200 4,200 0

　定

0 0 4

　

,200 0

　

0 0 4,20

財

0 0

　　源
一般財源

計 4,

国

200 4,200 0 0

府

0 4,200 0

支出金 地　方　債 そ　の　他

国民健康保険事業特別会計

歳入歳
-20-
−20−



位

祭費 （ 2,500）

：千

18負担金、

円

補助及び交 100

）

付金
  一一

節

般般被被保保険険者者移移送送費費((国国

説

保保医医療療課課)) 110000

　

　　1188節節  負負担担

　

金金、、補補助助及及びび交交付付金金

　　

 　1 負担金 1

　

00

　

     一般被保険

　

者移送費 （ 100）

　　

18負担金、

　

補助及び交 10,00

　

0
付金

　

  出出産産育育児児一一時時金金((

　

国国保保医医療療課課)) 1100,,00

明

0000

　　1188

区

節節  負負担担金金、、補補助助及及びび

　

交交付付金金

　

 　1 

　

負担金 10,000

　

   

　

  出産育児一時金 （

分

10,000）

金　

18負担金、補助

　

及び交 4,200

額

付金
  精精

国

神神・・結結核核医医療療付付加加金金((

民

国国保保医医療療課課)) 44,,2200

健

00

　　1188節節

康

  負負担担金金、、補補助助及及びび交交

保

付付金金

険

 　1 負

事

担金 4,200

業

     

特

精神・結核医療付加金

別

（ 4,200）

会計

-21- 歳入歳出予算事項別明細書（歳出）

 　1 負担

（

金 2,500

単

     葬

-21-
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険事業特別会計

歳入歳出予算事項別明細書（歳出） -22-

1 一般

8

被保険者医療給付 60

款

1,747 580,0

国

00 21,747

民

費分

健

0 0

康

0 601,747

保険

0 0 0 6

事

01,747

業費納付金 1 項 医

計 601,747 5

療

80,000 21,7

給

47 0 0 0 601,7

付

47

8 款 国民健康保

費

険事業費納付金 2 項 後

分

期高齢者支援金等分

1

目

一般被保険者後期高齢

本

196,041 210

　

,000 △13,95

年

9

　

者支援金等分

度

0 0 0 19

前

6,041

　年

0 0 0 196,

　

041

度 比　　　較

本

計 1

　

96,041 210,

年

000 △13,959

　

0 0 0 196,041

度

8 款 国民健康保険事

　

業費納付金 3 項 介護納

の

付金分

1 介護納付金分

　

62,028 70,0

財

00 △7,972

　源

0 0 0 6

　

2,028

内　

0 0 0 62,0

訳

28

特　　定　　財

計 62

　

,028 70,000

　

△7,972 0 0 0 6

源

2,028

9 款 保健

一

事業費 1 項 特定健康診

般

査等事業費

1 特定健康

財

診査等事業費 29,2

源

41 25,774 3,

国

467

府支

8,618 0 0 20

出

,623

金

8,162 0 0

地

20,422

　方　債 そ　の　他

国民健康保

-22-
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位

  国国民民健健康康保保険険事事

：

業業費費納納付付金金((一一般般被被保保

千

険険者者))((国国保保医医療療課課 66

円

0011,,774477

）

  ))

　　11

節

88節節  負負担担金金、、補補助助及及

説

びび交交付付金金

　

 　1 

　

負担金 601,747

　

  

　

   一般被保険者医

　

療給付費分 （ 601,

　

747）

　

1

　

8負担金、補助及び交

　

196,041

　

付金
  国国民民

　

健健康康保保険険事事業業費費納納付付金金

　

((一一般般被被保保険険者者後後期期高高

　

齢齢者者支支 119966,,004411

明

  援援金金))((国国

区

保保医医療療課課))

　

　　1188節節  負負担担金金、、

　

補補助助及及びび交交付付金金

　

 

　

　1 負担金 196,

　

041

分

     一般被保

金

険者後期高齢者支援金

　

等分 （ 196,041

　

）

額

18負担

国

金、補助及び交 62,

民

028
付金

健

  国国民民健健康康保保険険

康

事事業業費費納納付付金金((介介護護納納

保

付付金金分分))((国国保保医医療療課課

険

6622,,002288

事

  ))

　　11

業

88節節  負負担担金金、、補補助助及及

特

びび交交付付金金

別

 　1 

会

負担金 62,028

計

   

-

  介護納付金等分 （

2

62,028）

3-

10需用費 846

歳

  特特

入

定定健健康康診診査査等等事事業業費費((

歳

国国保保医医療療課課)) 2288,,55

出

8844
11役務費 2,

予

734

算事項別明細書（歳出）

18負担金、

（

補助及び交 601,7

単

47
付金

-23-
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特別会計

歳入歳出予算事項別明細書（歳出） -24-

9 款 保健事業費 1 項 特定健康診査等事業費

目 本　

4

年

56 0 0 201

　度 前　年　度 比　　　

計 2

較

9,241 25,77

本

4 3,467 8,61

　

8 0 0 20,623

年

9 款 保健事業費 2 項 保

　

健事業費

1 保健衛生普

度

及費 100 100 0

　の

0 0 0

　

100

財

0 0 0 100

　源　内　

2 疾病予防

訳

費 23,015 22,

特

380 635

　　

0 0 0 23,

定

015

　

0 0 0 22,43

　

2

財　　源
一般財源

国府支出金 地　方　債 そ　の　他

国民健康保険事業

-24-
−24−



位

 　1 消耗品費 4

：

50
13使用料及び

千

賃借料 201

円

 　4 印刷

）

製本費 396
18負

節

担金、補助及び交 18

説

付金

　

　　1111節節  役役務務費費

　

 　1

　

 通信運搬費 1,93

　

0

 

　

　4 手数料（費用）

　

804

　

　　1122節節  委委託託料料

　

 　9

　

8 その他業務委託料

　

24,986

　

     特

　

定健康診査業務委託 （

　

24,986）

明

　　1188節節  

区

負負担担金金、、補補助助及及びび交交付付

　

金金

 

　

　1 負担金 18

　

    

　

 特定健診システムネ

　

ットワーク負担金 （ 1

分

8）

金

  特特定定健健康康診診査査等等事事業業

　

費費((健健康康推推進進課課)) 6655

　

77

　　1122節節

額

  委委託託料料

国

 　98

民

 その他業務委託料 4

健

56

康

     特定健康診

保

査業務委託 （ 456）

険

　　11

事

33節節  使使用用料料及及びび賃賃借借

業

料料

 

特

　5 会場等借上料 2

別

01

会

10需

計

用費 100

-

  保保健健衛衛生生普普及及

2

費費((国国保保医医療療課課)) 1100

5

00

　　1100

-

節節  需需用用費費

歳

 　4

入

 印刷製本費 100

歳

1 報

出

酬 583

予

  保保健健事事業業((国国保保

算

医医療療課課)) 2222,,443322

事

7 報償費 35

項

　　77節節  報報償償費費

別明細書（歳出）

　　1100節節  需需

（

用用費費
12委託料 25,

単

442

-25-
−25−



入歳出予算事項別明細書（歳出） -26-

9 款 保健事業費 2 項 保健事業費

目 本　年　度 前　年　度 比

0 0 0 583

　　　較

本　年　

計 23,115 22

度

,480 635 0 0 0

　

23,115

10 款

の

基金積立金 1 項 基金積

　

立金

1 財政調整基金積

財

立金 225 225 0

　源

0 0 2

　

25 0

内

0 0 225 0

　訳

特　　定　　

計 225 225

財

0 0 0 225 0

　　源
一般財源

国府支出金 地　方　債 そ　の　他

国民健康保険事業特別会計

歳
-26-
−26−



位

 講師等謝礼 （ 35）

：

10需用費 566

千

　　88節節

円

  旅旅費費
11役務費 2

）

,362

節

 　2 普通旅費

説

10
12委託料 19

　

,459

　

　　1100節節  需需用用費費

　

 

　

　1 消耗品費 90

　

 　4

　

 印刷製本費 476

　

　　1111

　

節節  役役務務費費

　

 　1 通信運

　

搬費 1,584

　

 　4 手

　

数料（費用） 770

　

 　6

明

 保険料 8

区

　　1122節節  委委託託

　

料料

 

　

　98 その他業務委

　

託料 19,459

　

    

　

 人間ドック等検診事

分

業 （ 19,459）

金

  保保健健

　

事事業業((健健康康推推進進課課)) 55

　

8833

　　11節節

額

  報報酬酬

国

 　7 会

民

計年度任用職員報酬 5

健

83

康

     会計年度任

保

用職員報酬（管理栄養

険

士等） （ 583）

事業

24積立金 22

特

5

  

別

財財政政調調整整基基金金積積立立金金((

会

国国保保医医療療課課)) 222255

計

　　2244節節  

-

積積立立金金

2

 　2 利

7

子積立 225

-

     財

歳

政調整基金積立金 （ 2

入

25）

歳出予算事項別明細書（歳出）

 　1 報償

（

金 35
8 旅費 10

単

    

-27-
−27−



特別会計

歳入歳出予算事項別明細書（歳出） -28-

1 一般被保険

1

者保険税還 3,300

1

3,300 0

款

付金

諸

0 0 0 3

支

,300

出

0 0 0 3,30

金

0

1 項 償還金及

3 償還金

び

351 1 350

還付

0 0 0 35

加

1

算

0 0 0 351

金

目 本　年　度 前　年　

計 3,

度

651 3,301 35

比

0 0 0 0 3,651

　

12 款 予備費 1 項 予備

　

費

1 予備費 20,00

　

0 20,000 0

較

本

0 0 0 2

　

0,000

年

0 0 0 20,

　

000

度

計 20,0

　

00 20,000 0 0

の

0 0 20,000

　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

国府支出金 地　方　債 そ　の　他

国民健康保険事業

-28-
−28−



位

  一一般般被被保保険険者者保保険険税税

：

還還付付金金((国国保保医医療療課課))

千

33,,330000

円

　　2222節節  償償還還金金、、利利

）

子子及及びび割割引引料料

節

 

説

　3 過誤納還付加算

　

金 3,300

　

     一

　

般被保険者保険税還付

　

金等 （ 3,300）

　

22

　

償還金、利子及び割 3

　

51
引料

　

  償償還還金金((国国保保医医

　

療療課課)) 335511

　

　　2222節節  償償還還金金、、

　

利利子子及及びび割割引引料料

　　

 　4 国府過年度返

明

還金 350

区

     特別

　

調整交付金過年度返還

　

金 （ 350）

　

 　98 そ

　

の他返還金 1

　

     療

分

養給付費等負担金過年

金

度返還金 （ 1）

　　額

  予予備備費費((国国保保医医療療課課

国

)) 2200,,000000

民健康保険事業特別会計

-29- 歳入歳出予算事項別明細書（歳出）

22償還金、

（

利子及び割 3,300

単

引料

-29-
−29−



１１．．特特　　別別　　職職

（単位：千円）

職員数 期 末 地 域 その他
(人) 手 当 手 当 の手当

長 等 - - - - - - - - -

議 員 - - - - - - - - -

その他の
特 別 職

13 211 - - - - 211 - 211

計 13 211 - - - - 211 - 211

長 等 - - - - - - - - -

議 員 - - - - - - - - -

その他の
特 別 職

13 211 - - - - 211 - 211

計 13 211 - - - - 211 - 211

長 等 - - - - - - - - -

議 員 - - - - - - - - -

その他の
特 別 職

- - - - - - - - -

計 - - - - - - - - -

給給　　与与　　費費　　明明　　細細　　書書

給 与 費

区 分 共済費 合 計 備考
報 酬 給 料 計

本
年
度

前
年
度

比
較
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１１．．特特　　別別　　職職

（単位：千円）

職員数 期 末 地 域 その他
(人) 手 当 手 当 の手当

長 等 - - - - - - - - -

議 員 - - - - - - - - -

その他の
特 別 職

13 211 - - - - 211 - 211

計 13 211 - - - - 211 - 211

長 等 - - - - - - - - -

議 員 - - - - - - - - -

その他の
特 別 職

13 211 - - - - 211 - 211

計 13 211 - - - - 211 - 211

長 等 - - - - - - - - -

議 員 - - - - - - - - -

その他の
特 別 職

- - - - - - - - -

計 - - - - - - - - -

給給　　与与　　費費　　明明　　細細　　書書

給 与 費

区 分 共済費 合 計 備考
報 酬 給 料 計

本
年
度

前
年
度

比
較

-30-

２２．．一一　　般般　　職職

　　((11))  総総　　括括

（単位：千円）

職員数

（人） 報酬等 給料 職 員 手 当 計

本年度 3 3,001 11,121 10,619 24,741 4,114 28,855 児童手当300

前年度 3 2,656 10,470 9,195 22,321 3,802 26,123 児童手当300

比　較 - 345 651 1,424 2,420 312 2,732

特 殊 勤 務 時　間　外 休 日 勤 務

手　　　当 勤 務 手 当 手　　　当

本年度 286 280 806 672 - 1,500 -

前年度 286 280 648 672 - 1,500 -

比　較 - - 158 - - - -

夜 間 勤 務 管 理 職 員 期 末 勤 勉 退 職 手 当

手　　　当 特別勤務手当 手　　　当 組合負担金

本年度 - - - - 5,744 1,331 10,619

前年度 - - - - 4,602 1,207 9,195

比　較 - - - - 1,142 124 1,424

　　((22))  給給料料及及びび職職員員手手当当のの増増減減額額のの明明細細

（単位：千円）

区 分 増減額

405

143

103

239

1,185

給 与 費

注：報酬等は会計年度任用職員の報酬及び期末手当（その他：費用弁償60千円）

増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備考

 給与改定に伴う
 増減分

給与改定に伴う増加

 昇給に伴う増加
 分

職員の定期昇給に伴う
増加

 その他の増減分
支給対象職員の異動に
よる増減等

 制度改正に伴う
 増減分

期末勤勉手当(+0.1月)及び
地域手当（+1％）の支給率
の増加

 その他の増減分
支給対象職員の変動及
び職員の異動による増
減等

区 分 共 済 費 合 計 備 考

区 分 扶養手当 通 勤 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当

区 分 管理職手当 宿日直手当 合 計

給 料 651

職員手当 1,424

職員手当

の 内 訳

-31-
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　　((33))  給給料料及及びび職職員員手手当当のの状状況況

　　　　アア．．職職員員１１人人当当たたりり給給与与

一 般 行 政 職 税 務 職

- 287,866

- 325,350

- 32.6

- 252,933

- 289,704

- 30.3

　　　　イイ．．初初任任給給

（単位：円）

税 務 職 一 般 行 政 職 税 務 職

高 校 卒 201,000 188,000 203,400

短 大 卒 213,600 201,000 232,200

大 学 卒 225,600 220,000 249,900

代 表 的 な 職 種

平均給料月額（円）

令和７年４月１日現在 平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

平均給料月額（円）

令和６年４月１日現在 平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

代 表 的 な 職 種 国 の 制 度

一 般 行 政 職

201,000

213,600

225,600

区 分

区 分

-32-
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　　((33))  給給料料及及びび職職員員手手当当のの状状況況

　　　　アア．．職職員員１１人人当当たたりり給給与与

一 般 行 政 職 税 務 職

- 287,866

- 325,350

- 32.6

- 252,933

- 289,704

- 30.3

　　　　イイ．．初初任任給給

（単位：円）

税 務 職 一 般 行 政 職 税 務 職

高 校 卒 201,000 188,000 203,400

短 大 卒 213,600 201,000 232,200

大 学 卒 225,600 220,000 249,900

代 表 的 な 職 種

平均給料月額（円）

令和７年４月１日現在 平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

平均給料月額（円）

令和６年４月１日現在 平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

代 表 的 な 職 種 国 の 制 度

一 般 行 政 職

201,000

213,600

225,600

区 分

区 分

-32-

　　　　ウウ．．級級別別職職員員数数

職員数 構成比 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％）

　１級 　１級 1 33.3

　２ 　２ 0.0

　３ 　３ 1 33.3

　４ 　４ 1 33.4

　５ 　５ 0.0

　６ ６　 0.0

　７ ７　 0.0

　１級 　１級 1 33.3

　２ 　２ 0.0

　３ 　３ 2 66.7

　４ 　４ 0.0

　５ 　５ 0.0

　６ ６　 0.0

　７ ７　 0.0

代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職 税 務 職
区 分 備 考

級 級

令和７年４月１日現在

令和６年４月１日現在

-33-

−33−



　　（（級級別別のの基基準準ととななるる職職務務））

区 分 一 般 行 政 職

１ 級 定型的な業務を行う主事（技師）の職務

２ 級 高度な知識又は経験を必要とする主事（技師）の職務

３ 級
１．係長の職務
２．主査の職務

４ 級

１．専門官の職務
２．主任専門員の職務
３．専門員の職務
４．課等の長の補佐する職務
５．主幹の職務
６．主任主査の職務

５ 級 課等の長の職務

６ 級 困難な業務を行う課等の長の職務

７ 級
１．部等の長の職務
２．部等の次長の職務
３．部等の参事の職務

-34-
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　　（（級級別別のの基基準準ととななるる職職務務））

区 分 一 般 行 政 職

１ 級 定型的な業務を行う主事（技師）の職務

２ 級 高度な知識又は経験を必要とする主事（技師）の職務

３ 級
１．係長の職務
２．主査の職務

４ 級

１．専門官の職務
２．主任専門員の職務
３．専門員の職務
４．課等の長の補佐する職務
５．主幹の職務
６．主任主査の職務

５ 級 課等の長の職務

６ 級 困難な業務を行う課等の長の職務

７ 級
１．部等の長の職務
２．部等の次長の職務
３．部等の参事の職務

-34-

　　　　エエ．．昇昇給給

一般行政職 税 務 職

（Ａ）（人） 3 - 3

（Ｂ）（人） 3 - 3

２号給（人） - - -

４号給（人） 3 - 3

５号給（人） - - -

６号給（人） - - -

８号給（人） - - -

（％） 100.0 - 100.0

（Ａ）（人） 3 - 3

（Ｂ）（人） 3 - 3

２号給（人） - - -

４号給（人） 3 - 3

５号給（人） - - -

６号給（人） - - -

８号給（人） - - -

（％） 100.0 - 100.0

　　　　オオ．．期期末末・・勤勤勉勉手手当当

（単位：月分）

６月 １２月 ３月

本 年 度 2.300 2.300 - 4.60

前 年 度 2.250 2.250 - 4.50

代 表 的 な 職 種

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ）

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ）

支 給 期 別 支 給 率

国 の 制 度

（支給率等）

区 分 全 職 種

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

区 分 支 給 率 計 備 考

支給率等

2.300 2.300 - 4.60

本 年 度

前 年 度

-35-
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　　　　カカ．．定定年年退退職職及及びび応応募募認認定定退退職職にに係係るる退退職職手手当当（（令令和和６６年年４４月月１１日日現現在在））

（単位：月分）

国 の 制 度

定 年 応 募 認 定 （支給率等）

２ ０ 年 勤 続 の 者 24.586875 24.586875 24.586875 

２ ５ 年 勤 続 の 者 33.27075 33.27075 33.27075 

３ ５ 年 勤 続 の 者 47.70900 47.70900 47.70900 

最 高 限 度 47.70900 47.70900 47.70900 

その他の加算措置等 制度なし
定年前早期退職
加算（2～45%）

定年前早期退職
加算（2～45%）

　　　　キキ．．地地域域手手当当

支 給 率 支給対象職員数 国の指定基準に

（％） （人） 基づく支給率(%)

全 地 域 7 3 7

　　　　クク．．特特殊殊勤勤務務手手当当

消 防 職 技 能 労 務 職

- - -

　　　　ケケ．．そそのの他他のの手手当当

国 の 制 度
と の 異 同

扶 養 手 当 同　じ

住 居 手 当 同　じ

通 勤 手 当 異なる

支 給 率 等

代 表 的 な 職 種

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ）

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）
（令和７年４月１日現在）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 　休憩時間拘束手当・死亡動物取扱作業手当

　自動車通勤者：町内平均ガソリン単価により算定

区 分 備 考

支 給 対 象 地 域 備 考

区 分 全 職 種

- - -

区 分 差 異 の 内 容

-36-
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　　　　カカ．．定定年年退退職職及及びび応応募募認認定定退退職職にに係係るる退退職職手手当当（（令令和和６６年年４４月月１１日日現現在在））

（単位：月分）

国 の 制 度

定 年 応 募 認 定 （支給率等）

２ ０ 年 勤 続 の 者 24.586875 24.586875 24.586875 

２ ５ 年 勤 続 の 者 33.27075 33.27075 33.27075 

３ ５ 年 勤 続 の 者 47.70900 47.70900 47.70900 

最 高 限 度 47.70900 47.70900 47.70900 

その他の加算措置等 制度なし
定年前早期退職
加算（2～45%）

定年前早期退職
加算（2～45%）

　　　　キキ．．地地域域手手当当

支 給 率 支給対象職員数 国の指定基準に

（％） （人） 基づく支給率(%)

全 地 域 7 3 7

　　　　クク．．特特殊殊勤勤務務手手当当

消 防 職 技 能 労 務 職

- - -

　　　　ケケ．．そそのの他他のの手手当当

国 の 制 度
と の 異 同

扶 養 手 当 同　じ

住 居 手 当 同　じ

通 勤 手 当 異なる

支 給 率 等

代 表 的 な 職 種

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ）

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）
（令和７年４月１日現在）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 　休憩時間拘束手当・死亡動物取扱作業手当

　自動車通勤者：町内平均ガソリン単価により算定

区 分 備 考

支 給 対 象 地 域 備 考

区 分 全 職 種

- - -

区 分 差 異 の 内 容

-36-

歳歳入入歳歳出出予予算算附附属属資資料料
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

01 総務費 01 総務管理費 01 一般管理費

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

26,154 0 0 0 26,154 0

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

23,767 2,387 0 26,154

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

繰入金 その他一般会計繰入金（人件費分） 26,154

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 18,682 17,835 23,767 26,154 26,154 26,154

事業費一財 0 0 0 0 0 0

事業名 国民健康保険事業職員給与費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁

15

主な
特定財源
の内訳
<千円>

事務の効率化など適正な執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

職員給与費

事業内容

一般職3名分給与費
(国保医療課国保係分)

特記事項
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

01 総務費 01 総務管理費 01 一般管理費

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

21,360 0 0 0 21,360 0

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

21,990 △ 630 0 21,360

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

繰入金 その他一般会計繰入金（事務費分） 21,360

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 14,779 17,877 21,990 21,360 21,360 21,360

事業費一財 0 0 0 0 0 0

事業名 一般管理経費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁

15

主な
特定財源
の内訳
<千円>

一般事務経費については、コスト意識を高め、事務経費の縮減に努める。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

国民健康保険事業に関する一般事務経費

事業内容

･国民健康保険運営協議会の開催　　
･予算書、決算書の印刷
･資格確認証、資格情報のお知らせ、限度額適用認定証などの印刷製本　
･各種通知及び資格確認書等を送付
･口座振替、コンビニ収納や督促状など国保税の収納に関する手数料
･京都府国保連合会によるレセプト共同処理の実施　
･レセプト２次点検業務の実施　
･京都府国保連合会運営に係る費用の負担

特記事項
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

01 総務費 01 総務管理費 01 一般管理費

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

50 0 0 0 50 0

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

50 0 0 50

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

繰入金 その他一般会計繰入金（事務費分） 50

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 50 180 50 50 50 50

事業費一財 50 180 0 0 0 0

事業名 賦課徴収経費 所管課等 住民部・税務課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁

17

主な
特定財源
の内訳
<千円>

徴収強化に向けて様々な面から取り組んでおり、徴収率は前年に比べ現年についてはほぼ横這
い、滞納繰越については上昇しているため、引き続き京都地方税機構との協調、連携をもって
安定的な税収の確保に努める。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

地方税法(昭和25年法律第226号)第703条の4及び精華町国民健康保険税条例(昭和34年条例第8
号)第2条の規定に基づき、課税庁(国保部局)が賦課決定した国民健康保険税の徴収及び収納に
係る事務経費

事業内容

国民健康保険税の徴収率向上の一環として、納期限までに納税がない義務者に対して、適時に
督促状を作成及び送付することにより早期の納付を促すと共に、その発付をもって当該滞納事
案を京都地方税機構へ移管し、滞納整理の推進を図る。
また、安全で確実性の高い収納方法である口座振替納付を推奨し、さらにはコンビニ収納など
による収納窓口の拡充によって、納税者の利便性の向上や早期納付の推進を図る。

特記事項
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

02 保険給付費 01 療養諸費 01 一般被保険者療養給付費

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

1,898,543 0 1,898,543 0 0 0

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

1,910,682 △ 12,139 0 1,898,543

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

府負担金・補助金 保険給付費等交付金（普通交付金） 1,898,543

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 1,859,831 1,828,373 1,910,682 1,898,543 1,898,543 1,898,543

事業費一財 0 0 0 0 0 0

事業名 一般被保険者療養給付費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁

17

主な
特定財源
の内訳
<千円>

特定健診、がん検診及び人間ドック等の健(検)診事業を促進し、疾病の早期発見、早期治療に
より医療費の伸びの抑制につなげる。また、疾病予防により医療費の伸びの抑制が図れるよう
健康カレンダーなどを通じて周知する。
糖尿病重症化予防や重複服薬指導事業の取組による健康寿命の延伸により、結果として医療費
の削減を図る。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

国民健康保険法第36条の規定に基づき、一般被保険者の疾病及び負傷等に関して療養の給付を
行う。

事業内容

一般被保険者療養給付費　
　一般被保険者にかかる医療費の保険者負担分
　義務教育就学前　8割
　義務教育就学後から70歳未満　7割
　70歳以上75歳未満　7割もしくは8割

特記事項
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

02 保険給付費 01 療養諸費 03 一般被保険者療養費

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

20,800 0 20,800 0 0 0

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

20,800 0 0 20,800

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

府負担金・補助金 保険給付費等交付金（普通交付金） 20,800

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 19,240 17,044 20,800 20,800 20,800 20,800

事業費一財 0 0 0 0 0 0

事業名 一般被保険者療養費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁

19

主な
特定財源
の内訳
<千円>

柔道整復師のかかり方など適正受診を促すために、施術内容などの照会を行い、医療費の伸び
の抑制を図る。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

国民健康保険法第54条の規定に基づき、医師が治療上必要と認めたコルセットなどの補装具を
作成した場合、保険診療を受けた際にやむを得ず自費で医療費を支払った場合及び海外の医療
機関を受診した場合に療養費を支給する。

事業内容

一般被保険者の補装具及びはり、きゅう等の医療費の償還払い　
医師が治療上必要と認めた場合のコルセットなどの補装具作成に伴う費用
自費受診者に対して、保険診療の7割もしくは8割を給付

特記事項
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

02 保険給付費 01 療養諸費 05 審査支払手数料

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

7,208 0 0 0 0 7,208

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

7,208 0 0 7,208

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 5,905 6,318 7,208 7,208 7,208 7,208

事業費一財 5,905 6,318 7,208 7,208 7,208 7,208

事業名 審査支払手数料 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁

19

主な
特定財源
の内訳
<千円>

診療報酬明細書（レセプト）の一次審査等にかかる経費。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

京都府国保連合会に支払う医療費の給付にかかるレセプト審査及び電算処理手数料

事業内容

･レセプト審査手数料　
･レセプト電算処理手数料　
･柔整レセプト点検手数料　

特記事項
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

02 保険給付費 02 高額療養費 01 一般被保険者高額療養費

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

271,580 0 271,580 0 0 0

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

271,580 0 0 271,580

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

府負担金・補助金 保険給付費等交付金（普通交付金） 271,580

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 243,920 259,539 271,580 271,580 271,580 271,580

事業費一財 0 0 0 0 0 0

事業名 一般被保険者高額療養費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁

19

主な
特定財源
の内訳
<千円>

特定健診、がん検診及び人間ドック等の健(検)診事業を促進し、疾病の早期発見、早期治療に
より医療費の伸びの抑制につなげる。また、疾病予防により医療費の伸びの抑制が図れるよう
健康カレンダーなどを通じて周知する。
糖尿病重症化予防や重複服薬指導事業の取組による健康寿命の延伸により、結果として医療費
の削減を図る。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

国民健康保険法第57条の2の規定に基づき、一般被保険者が療養の給付について支払った一部
負担金の額または療養に要した費用が著しく高額である場合に高額療養費を支給する。

事業内容

一般被保険者の一部負担金が月額の限度額を超えた場合の高額療養費　
｢限度額適用認定証｣を医療機関等に提示することで現物給付が可能。

特記事項
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

02 保険給付費 02 高額療養費 03 一般被保険者高額介護合算療養費

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

300 0 300 0 0 0

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

300 0 0 300

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

府負担金・補助金 保険給付費等交付金（普通交付金） 300

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 76 10 300 300 300 300

事業費一財 0 0 0 0 0 0

事業名 一般被保険者高額介護合算療養費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁

19

主な
特定財源
の内訳
<千円>

8月1日から翌7月31日の1年間の国民健康保険と介護保険における自己負担額の合算額が高額に
なる場合に支給。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

国民健康保険法57条の3の規定に基づき、国民健康保険と介護保険の両保険のそれぞれの一部
負担金額を合算し、限度額を超えた場合、申請により高額介護合算療養費を支給する。

事業内容

一般被保険者の国民健康保険と介護保険の一部負担金の合算額が一定金額を超えた場合の療養
給付費

特記事項
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

02 保険給付費 03 葬祭費 01 葬祭費

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

2,500 0 0 0 0 2,500

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

2,500 0 0 2,500

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 1,950 2,000 2,500 2,500 2,500 2,500

事業費一財 1,950 2,000 2,500 2,500 2,500 2,500

事業名 葬祭費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁

19

主な
特定財源
の内訳
<千円>

死亡後の各種手続きの際に、申請漏れが無いよう案内する。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

精華町国民健康保険条例第6条の規定により、被保険者が死亡したときは、葬祭を行った者に
対し葬祭費を支給する。

事業内容

被保険者死亡に伴う葬祭費　
50,000円/1件あたり

特記事項
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

02 保険給付費 04 移送費 01 一般被保険者移送費

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

100 0 100 0 0 0

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

100 0 0 100

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

府負担金・補助金 保険給付費等交付金（普通交付金） 100

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 0 0 100 100 100 100

事業費一財 0 0 0 0 0 0

事業名 一般被保険者移送費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁

21

主な
特定財源
の内訳
<千円>

事業の適正執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

精華町国民健康保険条例施行規則第22条の規定に基づき、一般被保険者が療養の給付を受ける
ため病院または診療所に移送された場合、移送費を支給する。

事業内容

一般被保険者移送費　
医師の判断のもと(医師の意見書が必要)緊急でやむを得ず重病人の入院や転院等を行う必要が
あるときの移送にかかる費用。

特記事項
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

02 保険給付費 05 出産育児諸費 01 出産育児一時金

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

10,000 0 0 0 6,666 3,334

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

10,500 △ 500 0 10,000

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

繰入金 出産育児一時金繰入金 6,666

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 3,780 7,500 10,500 10,000 10,000 10,000

事業費一財 3,780 7,500 3,500 3,334 3,334 3,334

事業名 出産育児一時金 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁

21

主な
特定財源
の内訳
<千円>

事業の適正執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

精華町国民健康保険条例第5条の規定に基づき、被保険者が出産したときは、出産育児一時金
を支給する。

事業内容

出産育児一時金　
 支給額50万円(一部医療機関除く)
 (出産育児一時金分48.8万円、産科医療補償分1.2万円)

特記事項
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

02 保険給付費 06 精神・結核医療付加金 01 精神・結核医療付加金

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

4,200 0 0 0 4,200 0

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

4,200 0 0 4,200

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

繰入金 精神・結核医療付加繰入金 4,200

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 3,936 3,961 4,200 4,200 4,200 4,200

事業費一財 0 0 0 0 0 0

事業名 精神・結核医療付加金 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁

21

主な
特定財源
の内訳
<千円>

事業の適正執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

精華町国民健康保険条例第7条の規定に基づき、精神･結核医療付加金を支給する。

事業内容

対象となる医療費に対し、上限を１割として任意給付を行う。
被保険者が、障害者総合支援法第58条に規定する指定自立支援医療費について障害者総合支援
法施行令第1条の2第3号で定める医療を受けたとき、または、感染症の予防及び感染症の患者
に対する医療に関する法律第37条の2第1項に規定する医療を受けたときは、本人負担分につい
て任意給付を行うことにより、本人負担金額が０円となる。

特記事項
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

08 国民健康保険事業費納付金 01 医療給付費分 01 一般被保険者医療給付費分

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

601,747 0 0 0 0 601,747

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

580,000 21,747 0 601,747

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 553,515 516,848 580,000 601,747 601,747 601,747

事業費一財 553,515 516,848 580,000 601,747 601,747 601,747

事業名 国民健康保険事業費納付金(一般被保険者) 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁

23

主な
特定財源
の内訳
<千円>

事業の適正執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

国民健康保険事業費納付金の一般被保険者医療給付費分

事業内容

京都府が、市町村ごとの年齢調整後の医療費水準や、所得水準を考慮したうえで算定した医療
給付費等の見込額から公費等の拠出で賄われる部分を除いた、国民健康保険事業納付金の一般
被保険者の医療給付費分。

特記事項
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

08 国民健康保険事業費納付金 02 後期高齢者支援金等分 01 一般被保険者後期高齢者支援金等分

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

196,041 0 0 0 0 196,041

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

210,000 △ 13,959 0 196,041

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 191,496 207,525 210,000 196,041 196,041 196,041

事業費一財 191,496 207,525 210,000 196,041 196,041 196,041

事業名 国民健康保険事業費納付金(一般被保険者後期高齢者支援金) 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁

23

主な
特定財源
の内訳
<千円>

事業の適正執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

国民健康保険事業費納付金の一般被保険者後期高齢者支援金分

事業内容

京都府が、市町村ごとの年齢調整後の医療費水準や、所得水準を考慮したうえで算定した医療
給付費等の見込額から公費等の拠出で賄われる部分を除いた、国民健康保険事業納付金の一般
被保険者の後期高齢者支援金分。

特記事項
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

08 国民健康保険事業費納付金 03 介護納付金分 01 介護納付金分

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

62,028 0 0 0 0 62,028

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

70,000 △ 7,972 0 62,028

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 66,672 66,378 70,000 62,028 62,028 62,028

事業費一財 66,672 66,378 70,000 62,028 62,028 62,028

事業名 国民健康保険事業費納付金(介護納付金分) 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁

23

主な
特定財源
の内訳
<千円>

事業の適正執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

国民健康保険事業費納付金の介護納付金分

事業内容

京都府が、市町村ごとの年齢調整後の医療費水準や、所得水準を考慮したうえで算定した医療
給付費等の見込額から公費等の拠出で賄われる部分を除いた、国民健康保険事業納付金の介護
納付金分。

特記事項
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

09 保健事業費 01 特定健康診査等事業費 01 特定健康診査等事業費

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

28,584 0 8,162 0 0 20,422

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

25,774 2,810 0 28,584

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

府負担金・補助金 特定健診等負担金 8,162

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 17,127 19,365 25,774 28,584 28,584 28,584

事業費一財 17,127 19,365 19,396 20,422 20,422 28,585

事業名 特定健康診査等事業費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁

23

主な
特定財源
の内訳
<千円>

指定医療機関等の協力を得ながら、また、未受診者や健診申込未登録者に対し受診勧奨通知を
送付し、受診率向上に努める。
広報誌｢華創｣や健康カレンダー等により健(検)診事業の啓発を図る。
健康推進課と連携し、事業の啓発を図る。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

保険者による被保険者の健康診査。
高齢者の医療の確保に関する法律第20条の規定に基づき40歳以上の加入者に対して特定健診を
実施する。
がん、心臓病、脳卒中などの生活習慣病の大きな原因となる内臓脂肪症候群を早期発見し、改
善を促すことで医療費の伸びの抑制に努める。

事業内容

内臓脂肪症候群を健診により診断し、改善のため保健指導を行う。
　･受診券･受診票（問診票）作成
  ･未受診者への受診勧奨
　･封筒印刷　
　･通知等郵送代　
　･健診結果集計処理手数料
　･特定健診業務委託　　

特記事項
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

09 保健事業費 01 特定健康診査等事業費 01 特定健康診査等事業費

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

657 0 456 0 0 201

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

0 657 0 657

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

府負担金・補助金 特定健診等負担金 456

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 0 0 0 657 657 657

事業費一財 0 0 0 201 201 201

事業名 特定健康診査等事業費 所管課等
健康福祉環境部・健康推
進課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁

25

主な
特定財源
の内訳
<千円>

国保医療課と連携し事業の円滑化を図る。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

保険者による被保険者の健康診査
特定健診事業（集団）の円滑な実施を図る。

事業内容

特定健診事業（集団）に係る健診業務

特記事項
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

09 保健事業費 02 保健事業費 01 保健衛生普及費

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

100 0 0 0 0 100

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

100 0 0 100

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 125 4,273 100 100 100 100

事業費一財 125 4,273 100 100 100 100

事業名 保健衛生普及費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁

25

主な
特定財源
の内訳
<千円>

事業の適正執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

疾病予防及び早期発見による重症化防止に向けた啓発

事業内容

重症化予防に対する啓発パンフレット等の購入

特記事項
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

09 保健事業費 02 保健事業費 02 疾病予防費

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

22,432 0 0 0 0 22,432

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

22,380 52 0 22,432

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 17,405 16,377 22,380 22,432 22,432 22,432

事業費一財 17,405 16,377 22,290 22,432 22,432 22,432

事業名 保健事業 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁

25

主な
特定財源
の内訳
<千円>

実施医療機関との連携を図る。
また、健康推進課と連携し、保健予防の情報誌｢家族の健康カレンダー｣の作成を含め、保健事
業の啓発を図る。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

健康づくり事業
国民健康保険人間ドック等補助金交付規則に基づく疾病予防及び早期発見による重症化防止に
向けた検診事業

事業内容

各種ドック等受診票、健康づくり案内冊子の作成及び広報等　
医療費通知電算処理料　
医療費通知郵送代　
人間ドック、脳ドック、併用ドック(人間+脳)
糖尿病重症化予防事業
重複服薬指導事業　

特記事項
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

09 保健事業費 02 保健事業費 02 疾病予防費

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

583 0 0 0 0 583

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

0 583 0 583

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 0 0 0 583 583 583

事業費一財 0 0 0 583 583 583

事業名 保健事業 所管課等
健康福祉環境部・健康推
進課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁

27

主な
特定財源
の内訳
<千円>

実施医療機関との連携を図る。
また、国保医療課と連携し、保健事業を実施する。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

疾病予防及び早期発見による疾病の重症化防止に向けた事業

事業内容

糖尿病重症化予防事業に係る保健師・栄養士等の専門職による保健指導、支援

特記事項
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

10 基金積立金 01 基金積立金 01 財政調整基金積立金

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

225 0 0 0 225 0

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

225 0 225 0

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

財産運用収入 財政調整基金運用利子 225

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 136,978 14 225 225 225 225

事業費一財 0 0 0 0 0 0

事業名 財政調整基金積立金 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁

27

主な
特定財源
の内訳
<千円>

事業の適正執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

国民健康保険特別会計財政調整基金条例

事業内容

財政調整基金積立金

特記事項
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

11 諸支出金 01 償還金及び還付加算金 01 一般被保険者保険税還付金

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

3,300 0 0 0 0 3,300

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

3,300 0 3,300 0

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 2,468 1,881 3,300 3,300 3,300 3,300

事業費一財 2,468 1,881 3,300 3,300 3,300 3,300

事業名 一般被保険者保険税還付金 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁

29

主な
特定財源
の内訳
<千円>

過納金の発生時には迅速かつ的確にその事務処理を行い、適正な収納管理業務の遂行を図る。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

地方税法(昭和25年法律第226号)第17条の規定に基づく、過年度に納付済みの国民健康保険税
にかかる一般被保険者分の過納金の還付に要する経費

事業内容

当該年度の賦課決定に基づいて納税されたものの、被保険者の資格喪失など加入状況の変更や
修正申告に伴う所得判定の変更により、過年度に遡及して税額が減額された際に生じる過納金
を速やかに還付する。

特記事項
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

11 諸支出金 01 償還金及び還付加算金 03 償還金

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

351 0 0 0 0 351

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

1 350 351 0

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 0 206 1 351 1 1

事業費一財 0 206 1 351 1 1

事業名 償還金 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁

29

主な
特定財源
の内訳
<千円>

事業の適正執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

償還金

事業内容

国庫補助金等の実績による精算のため

特記事項
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康・医療

03 医療・保険

12 予備費 01 予備費 01 予備費

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

20,000 0 0 0 0 20,000

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費

20,000 0 20,000 0

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

R 4(実績) R 5(実績) R 6(予算) R 7(予算) R 8(試算) R 9(試算)

人件費含む - - - - - -

事業費のみ 0 0 20,000 20,000 20,000 20,000

事業費一財 0 0 20,000 20,000 20,000 20,000

事業名 予備費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

予算書
説明頁
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主な
特定財源
の内訳
<千円>

事業の適正執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

事業目的
及び根拠

地方自治法第217条に基づく予算外の支出または予算超過の支出に充てるための予備費

事業内容

突発的な療養諸費等の支出に対応するための費用

特記事項

-61-−61−






